
議案第９５号 

令和３年度弘前市病院事業会計補正予算（第１号） 

（総 則） 

第１条 令和３年度弘前市病院事業会計の補正予算（第１号）は、次に定めるところによる。 

（収益的収入及び支出） 

第２条 令和３年度弘前市病院事業会計予算（以下「予算」という。）第３条に定めた収益的収入及び支出の予定額を、次のとおり補正する。 

収        入       

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）        （  計  ） 

第１款 病 院 事 業 収 益   １，８４５，２４６千円     ２６３，０３５千円    ２，１０８，２８１千円 

第２項 医 業 外 収 益    ２９２，００３千円        ５５，７２６千円      ３４７，７２９千円 

第３項 特 別 利 益         ５０千円      ２０７，３０９千円       ２０７，３５９千円 

支        出     

（ 科 目 ）        （既決予定額）       （補正予定額）        （  計  ） 

第１款 病 院 事 業 費 用   ３，３１１，６３３千円     △２５７，３１７千円    ３，０５４，３１６千円 

第１項 医 業 費 用  ３，２５０，４７８千円    △２５７，３１７千円    ２，９９３，１６１千円 

（債務負担行為） 

第３条 予算第５条に定めた債務負担行為を、次のとおり補正する。 

  追 加 

事  項 期  間 限 度 額 

（仮称）旧市立病院庁舎機械警備業務委託料 令和４年度 

          千円 

機械警備に要する経費 

医療事務等整理業務委託料 令和４年度 医療事務等整理に要する経費 
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事  項 期  間 限 度 額 

診療情報（画像データ）参照システムサービス

利用料 

令和４年度から 

令和８年度まで 

千円 

診療情報（画像データ）参照シス 

テムサービス利用に要する経費 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第４条 予算第８条第１号中「１，６１１，９０６千円」を「１，３５４，９０９千円」に改める。 

  令和３年１１月２６日提出 

                                            青森県弘前市長  櫻 田   宏 
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207,359

過年度損益修正益 50 207,309 207,359 退職給付引当金戻入益

特 別 利 益 50 207,309 

設設備整備費補助金

補 助 金 0 59,561 59,561 青森県病床機能分化・連携推進施

給 与 費 1,624,571 △ 257,317 1,367,254 給料、手当等、法定福利費、退職

医 業 費 用 3,250,478 △ 257,317 2,993,161

病 院 事 業 費 用 3,311,633 △ 257,317 3,054,316

支　　　出

款 項 目
既決予定額
　　　(千円)

補正予定額
　　　(千円)

計
　　　(千円)

備       考

負 担 金 交 付 金 277,236 △ 3,835 273,401 給与費に係る一般会計繰入金減額

2,108,281病 院 事 業 収 益 1,845,246 263,035 

医 業 外 収 益 292,003 55,726 347,729

令和３年度弘前市病院事業会計補正予算（第１号）実施計画

収益的収入及び支出

収　　　入

款 項 目
既決予定額
　　　(千円)

補正予定額
　　　(千円)

計
　　　(千円)

備       考

給付費、賞与引当金繰入額、法定

福利費引当金繰入額減額
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（単位 円）

１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　当年度純利益（△は純損失）

　　　　減価償却費

　　　　固定資産除却損

　　　　繰延資産償却費

　　　　退職給付引当金の増減額（△は減少）

　　　　賞与引当金の増減額（△は減少）

　　　　法定福利費引当金の増減額（△は減少）

　　　　貸倒引当金の増減額（△は減少）

　　　　長期前受金戻入額

　　　　受取利息及び受取配当金

　　　　支払利息

　　　　未収金の増減額（△は増加）

　　　　未払金の増減額（△は減少）

　　　　その他流動資産の増減額（△は増加）

　　　　その他流動負債の増減額（△は減少）

　　　　小計

　　　　利息及び配当金の受取額

　　　　利息の支払額

　　　　業務活動によるキャッシュ・フロー

２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　　有形固定資産の取得による支出

　　　　繰延資産の取得による支出

　　　　投資活動によるキャッシュ・フロー

（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで）

令和３年度弘前市病院事業予定キャッシュ・フロー計算書

△ 1,393,419,287

△ 18,181,000

△ 1,770,000

195,424

△ 205,785

△ 586,579,633

△ 77,931,488

1,500,000

△ 14,855,442

△ 19,951,000

△ 3,785,000

△ 1,377,078,287

1,000

△ 16,342,000

△ 1,000

16,342,000

60,945,738

△ 655,101

△ 947,042,410

162,508,410

4,800,000

7,686,000
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３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　　一時借入れによる収入

　　　　建設改良費等の財源に充てるための企業債の償還による支出

　　　　リース債務の返済による支出

　　　　他会計からの出資による収入

　　　　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　資金増加額（又は減少額）

　　資金期首残高

　　資金期末残高 500,000

△ 85,900,693

186,043,000

△ 80,141,922

961,713,599

△ 431,656,303

432,156,303

981,713,984
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（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員に係る外書き数字である。

比 較
△ 986 △ 452 △ 1,789 △ 60,443 △ 74,866 

(△38) (△555)

補 正 前
10,443 6,143 11,208 95,458 74,866 

(1,751) (555)

(△38) (△111)

(千円)

補 正 後
9,457 5,691 9,419 35,015 0 

(1,713)

区 分
寒冷地手当 通勤手当 住居手当 退職給付費 賞与引当金繰入額

(千円) (千円) (千円) (千円)

(0)

98,483 64,949 

補 正 後

(10,986) (419)

比 較
△ 1,768 △ 1,604 △ 603 △ 1,550 △ 22,669 △ 83 △ 6,105 

(961) (601) (3,037)

△ 6,411 

(1,621) (△127)

92,378 58,538 

(2,582) (474) (2,354) (10,948)

15,452 33,441 10,872 12,233 119,675 

(308)

期末手当 勤勉手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

手
当
の
内
訳

区 分
扶養手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 管理職手当 特殊勤務手当 宿日直手当

(△2) (△6,563) (69) (△6,494)

2,071 

補 正 前
17,220 35,045 11,475 13,783 142,344 2,154 

(△683)

(117,834)

比 較
△ 14 △ 42,214 △ 179,329 △ 221,543 △ 27,724 △ 249,267 

補 正 前

(△1,236) (△7,730)

(46) (84,779) (18,310) (103,089) (14,745)

195 680,977 583,571 

(44) (78,216) (18,379) (96,595) (13,509) (110,104)

1,264,548 229,524 1,494,072 

(千円) (千円)

181 638,763 404,242 1,043,005 201,800 1,244,805 
補 正 後

給   与   費   明   細   書

１　総　　　括

区 分

職 員 数 給 与 費
法定福利費 合 計

特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)
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（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

手
当
の
内
訳

比 較
△ 986 △ 428 △ 1,789 △ 60,122 △ 74,866 

(△23) (△555)

補 正 前
10,443 5,590 11,208 89,240 74,866 

(74) (555)

(千円)

補 正 後
9,457 5,162 9,419 29,118 0 

(51)

区 分
寒冷地手当 通勤手当 住居手当 退職給付費 賞与引当金繰入額

(千円) (千円) (千円) (千円)

(0)

△ 6,411 

(△183) (△111)
比 較

△ 1,768 △ 1,556 △ 534 △ 1,550 △ 20,904 △ 83 

補 正 前

△ 5,807 

13,783 137,862 2,154 90,970 64,949 17,220 34,581 11,070 

(690) (419)

58,538 

(507) (308)
補 正 後

15,452 33,025 10,536 12,233 116,958 2,071 85,163 

区 分

(△717) (△4,159)

特殊勤務手当 宿日直手当 期末手当 勤勉手当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

扶養手当 時間外勤務手当 夜間勤務手当 管理職手当

(千円) (千円)

補 正 後

(2,027) (12,637)

比 較
△ 12 △ 40,433 △ 176,804 △ 217,237 △ 27,226 

(4) (8,872) (1,738) (10,610)

△ 244,463 

(△1) (△2,570) (△872) (△3,442)

補 正 前
173 635,758 563,936 1,199,694 218,968 1,418,662 

982,457 191,742 1,174,199 

(3) (6,302) (866) (7,168) (1,310)

161 595,325 387,132 

(8,478)

(千円) (千円)

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

ア　会計年度任用職員以外の職員

区 分

職 員 数 給 与 費

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)
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（　）内は、パートタイム会計年度任用職員に係る外書き数字である。

(1,621) (△127) (△683) (145) (△15)
比 較

△ 48 △ 69 △ 1,765 △ 298 △ 24 △ 321 

(961) (601) (3,037) (10,296) (1,677)
補 正 前

464 405 4,482 7,513 553 6,218 

529 5,897 

(2,582) (474) (2,354) (10,441) (1,662)

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)
手
当
の
内
訳

区 分
時間外勤務手当 夜間勤務手当 特殊勤務手当 期末手当

△ 4,804 

(△1) (△3,993) (941) (△3,052) (△519) (△3,571)

通勤手当 退職給付費

補 正 後
416 336 2,717 7,215 

補 正 後

(12,718) (105,197)

比 較
△ 2 △ 1,781 △ 2,525 △ 4,306 △ 498 

(42) (75,907) (16,572) (92,479)
補 正 前

22 45,219 19,635 64,854 10,556 75,410 

60,548 10,058 70,606 

(41) (71,914) (17,513) (89,427) (12,199)

20 43,438 17,110 

(101,626)

(千円) (千円)

法定福利費 合 計
特別職 一般職 報酬 給料 手当 計

イ　会計年度任用職員

区 分

職 員 数 給 与 費

(人) (人) (千円) (千円) (千円) (千円)
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２　給料及び手当の増減額の明細

（　）内は、再任用短時間勤務職員及びパートタイム会計年度任用職員に係る外書き数字である。

３　給料及び手当の状況（会計年度任用職員を除く。）

 （１）職員１人当たり給与

（円）

（円）

（歳）

（円）

（円）

（歳）

364,912

平 均 年 齢 49.5 42.5 41.3 45.4

令和２年１０月１日現在

平 均 給 料 月 額 490,438 301,775 288,174 317,810

平 均 給 与 月 額 1,191,615 395,189 342,818

374,743

平 均 年 齢 48.5 43.0 41.9 47.0

令和３年１０月１日現在

平 均 給 料 月 額 468,182 303,232 293,702 333,258

平 均 給 与 月 額 1,115,260 393,075 341,947

区　　　　　　　分
医　　師 医療技術職員 看 護 師 事務・技師

（医療職（１）） （医療職（２）） （医療職（３）） （一般職（１））

新陳代謝、その他△ 179,329 
△ 2,525 (941)

(69) (69) 退職給付費 △ 60,122

その他 △ 116,682 (△872)

△ 179,329 

 その他の増減分
会計年度任用職員
に係る給料給　　　料

△ 42,214 
(△6,563)

 その他の増減分

会計年度任用職員
に係る手当

新陳代謝、その他
△ 42,214 △ 1,781 (△3,993)
(△6,563)

その他 △ 40,433 (△2,570)

区 分 増減額(千円) 増 減 事 由 別 内 訳 ( 千 円 ) 説　　　　　　　　　　　　明 備　　考

手　　　当
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（３）級 別 職 員 数

1 10.0 1 4.2 1 0.9 

5 50.0 4 16.7 2 1.9 2 10.0 

3 30.0 5 20.8 9 8.4 1 5.0 

1 10.0 3 12.5 13 12.2 2 10.0 

10 41.6 82 76.6 3 15.0 
(2) (100.0)

1 4.2 10 50.0 
(1) (100.0)

2 10.0 

10 100.0 24 100.0 107 100.0 20 100.0 
(1) (100.0) (2) (100.0)

1 7.1 1 4.2 1 0.9 

6 42.9 4 16.7 2 1.7 1 4.8 

6 42.9 5 20.8 10 8.6 2 9.5 

1 7.1 4 16.7 14 12.1 2 9.5 

10 41.6 89 76.7 1 4.8 
(3) (100.0)

11 52.3 
(1) (100.0)

1 4.8 

3 14.3 

14 100.0 24 100.0 116 100.0 21 100.0 
(1) (100.0) (3) (100.0)

（　）内は、再任用短時間勤務職員に係る外書き数字である。

区　　　分
医師（医療職(１)） 医療技術職員（医療職(２)） 看護師（医療職(３)） 事務・技師（一般職（１））

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

級
職員数
(人)

構成比
(%)

７級

２級 ４級 ４級 ６級

令和３年１０月１日現在

４級 ６級 ６級 ８級

３級 ５級 ５級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級 ４級

１級 １級 ３級

２級

１級

１級 １級 ３級

２級

計 計 計 計

７級

２級 ４級 ４級 ６級

１級

計 計 計 計

令和２年１０月１日現在

４級 ６級 ６級 ８級

３級 ５級 ５級

１級 ３級 ３級 ５級

２級 ２級 ４級
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（当該年度分）

千円 千円 千円 千円

診療情報（画像データ）
参照システムサービス利
用料

診療情報（画像デー
タ）参照システム
サービス利用に要す
る経費

令和４年度から
令和８年度まで

限度額に同じ 全　　額

債務負担行為に関する調書

事　　　項 限　度　額
前年度末までの支払義務発生（見込）額 当該年度以降の支払義務発生予定額 左の財源内訳

期　　間 金　　額 期　　間 金　　額 自己資金

（仮称）旧市立病院庁舎
機械警備業務委託料

機械警備に要する経
費

令和４年度 限度額に同じ 全　　額

全　　額
医療事務等整理業務委託
料

医療事務等整理に要
する経費

令和４年度 限度額に同じ
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1

(1)

イ 土 地 472,534,938

ロ 建 物 3,684,193,748

減 価 償 却 累 計 額 △ 2,669,860,641 1,014,333,107

ハ 構 築 物 37,574,600

減 価 償 却 累 計 額 △ 34,668,298 2,906,302

ニ 器 械 備 品 1,205,676,565

減 価 償 却 累 計 額 △ 1,020,622,597 185,053,968

ホ リ ー ス 資 産 821,014,620

減 価 償 却 累 計 額 △ 821,014,620 0

有 形 固 定 資 産 合 計 1,674,828,315

(2)

イ 電 話 加 入 権 1,107,509

無 形 固 定 資 産 合 計 1,107,509

(3)

イ 長 期 前 払 消 費 税 10,879,968

投資その他の資産合計 10,879,968

固 定 資 産 合 計 1,686,815,792

2

(1) 500,000

(2) 273,142,943

△ 12,506,472 260,636,471

(3) 15,007,869

貸 倒 引 当 金

貯 蔵 品

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

投 資 そ の 他 の 資 産

流 動 資 産

現 金 ・ 預 金

未 収 金

令和３年度弘前市病院事業予定貸借対照表

（令和４年３月３１日）

（単位 円）

資　　　産　　　の　　　部

固 定 資 産
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流 動 資 産 合 計 276,144,340

資 産 合 計 1,962,960,132

3

(1)

イ

858,571,532

企 業 債 合 計 858,571,532

(2)

イ 退 職 給 付 引 当 金 0

引 当 金 合 計 0

固 定 負 債 合 計 858,571,532

4

(1) 961,713,599

(2)

イ

87,257,284

企 業 債 合 計 87,257,284

(3) 169,119,754

(4)

イ 賞 与 引 当 金 0

ロ 法 定 福 利 費 引 当 金 0

引 当 金 合 計 0

(5) 11,191,726

流 動 負 債 合 計 1,229,282,363

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

引 当 金

流 動 負 債

負　　　債　　　の　　　部

固 定 負 債

一 時 借 入 金

企 業 債

建設改良費等の財源に
充てるための企業債

未 払 金

引 当 金

そ の 他 流 動 負 債
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5

(1) 186,602,368

(2) △ 67,355,501

繰 延 収 益 合 計 119,246,867

負 債 合 計 2,207,100,762

6 3,773,097,716

7

(1)

イ 受 贈 財 産 評 価 額 2,274,020

ロ 補 助 金 79,103,163

資 本 剰 余 金 合 計 81,377,183

(2)

イ 当年度未処理欠損金 4,098,615,529

欠 損 金 合 計 4,098,615,529

剰 余 金 合 計 △ 4,017,238,346

資 本 合 計 △ 244,140,630

負 債 資 本 合 計 1,962,960,132

資 本 剰 余 金

欠 損 金

資 本 金

剰 余 金

繰 延 収 益

長 期 前 受 金

収 益 化 累 計 額

資　　　本　　　の　　　部
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会計に関する書類における注記

Ⅰ　重要な会計方針

　１　資産の評価基準及び評価方法

　　　貯蔵品　　　先入先出法による原価法によっている。

　２　固定資産の減価償却の方法

　　(1) 有形固定資産

　　　　・減価償却の方法

　　　　　定額法による。

　　　　・主な耐用年数

　　　　　建物　　　　　　８年～５０年

　　　　　構築物　　　  １０年～４０年

　　　　　機械備品　　　　４年～１５年

　　(2) リース資産

        ・所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

　　　　　リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用している。

　３　引当金の計上基準

　　(1) 退職給付引当金　　

        例年であれば、職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に相当する金額を計上しているが、病院事業会

      計を今年度末で廃止することにより計上していない。

　  (2) 賞与引当金及び法定福利費引当金

　　　　例年であれば、職員の期末・勤勉手当の支給及びこれに伴う法定福利費の支出に備えるため、当年度末における支給見込額に基づき、

　　　当年度の負担に属する分（１２月から３月までの４か月分）を計上しているが、病院事業会計を今年度末で廃止することにより計上して

　　　いない。　　　　　

　  (3) 貸倒引当金

　　　　債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績等により、回収不能見込額を計上している。
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　４　消費税等の会計処理

　　　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっている。なお、控除対象外消費税等については、当年度の費用として処理している。

　　　ただし、固定資産に係る控除対象外消費税等については、長期前払消費税勘定に計上し、５年間で均等償却を行っている。

Ⅱ　予定貸借対照表関連

　１　企業債の償還に係る一般会計の負担

　　　令和３年度末貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１年以内に償還予定のものを含む）のうち、

　　一般会計が負担すると見込まれる額は９４５，８２８，８１６円である。

　２　みなし償却制度廃止に伴う経過措置

　　　平成２６年３月３１日以前にみなし償却規定を適用して減価償却を行っていた償却資産については、みなし償却規定を適用しなかったとし

　　たならば行っていた減価償却累計額から、既に行った減価償却累計額を控除して得た額を平成２６年４月１日において帳簿価格から減額し、

　　同額を資本剰余金から減額している。

Ⅲ　リース契約により取得する固定資産

　　　リース取引の処理方法

　　　リース料総額が３００万円を超えるファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

　　　リース料総額が３００万円以下のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っている。

Ⅳ　その他

　　　令和３年度において、退職手当として４１４，２８６，０００円を支給するため、退職給付引当金３７９，２７１，０００円を取り崩す予

　　定である。
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